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部門 1 … j … n 最終需要 総産出 （単位：例）
1 S11 … S1j … S1n d1 q1 ブッシェル
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
i Si1 … Sij … Sin di qi ⋮
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
n Sn1 … Snj … Snn dn qn トン
労働 Sn＋1,1 … Sn＋1，j … Sn＋1，n 人・年






















































ここで，pt は p の転置，vc












 Σni＝1Zij＋wj＝Xj（ j＝1…n） （7.6）　
ここで，j 産業の総投入額（総生産額）Xj（円）を，Xj 円分の生産量（これを
「円価値単位」と呼ぶ）と考えて，（7.6）式を Xj で割ると，
 Σni＝1（Zij/Xj）＋（wj/Xj）＝1（ j＝1…n） （7.7）　








部門 1 … j … n 最終需要 総産出
1 Z11 … Z1 j … Z1n f1 X1
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
i Zi1 … Zij … Zin fi Xi
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
n Zn1 … Znj … Znn fn Xn
労働費用 w1 … wj … wn






（1 … 1）（n 個の要素がすべて 1の行ベクトル）とおくと次を得る（ただし，Xˆ
は X の要素を対角要素とする対角行列である）。
 itA＋wtXˆ－1＝it （7.8）　

















したがって，産業技術構造を示す行列 C と A の間には以下の関係を見出す
ことができる。
 aij＝Zij/Xj＝（pi Sij）/（pj qj）＝（Sij/qj）（pi/pj）＝Cij（pi/pj） （7.10）　
　つまり，i，j がそれぞれ投入物および生産物であることをふまえると，Cij













































































　また，A も C もモデルでは固定されていると仮定されているが，C を固定
する方が A を固定するより制限が少ないと考えられる。なぜなら，（7.10）



















































総産出国 r 国 s 国
r 国 s 国
国 産業 1 2 1 2
中間投入
r




































































（注）　表の見方：たとえば Z rs12は，s 国の第 2産業が生産のために r 国




































は割愛するが，<7> 国際運賃・保険料とは日本を除く <1>～<4> および
<6> で示される輸入投入において必要とされた国際運賃と保険料をそれら
の部門から剥ぎ取って，それを合計して計上したものである。また，<11>
関税および輸入商品税は，<1>～<4><6> および <8>～<10> で輸入時
に付加された関税 ･輸入商品税を合計して計上したものである。






































（内生部分）を A，国際運賃 ･保険料率（仮説例で <7> を <13> で除したもの）
列ベクトルを b，内生国以外からの輸入投入率（同じく，<8>～<10> の合計
を <13> で除したもの）列ベクトルを c，関税 ･輸入商品税率（<11> を
<13> で除したもの）列ベクトルを d，付加価値係数（<12> を <13> で除し
たもの）列ベクトルを v とすると，
 Ati＋b＋c＋d＋v＝i （7.11）　
が成り立つ。ここで，列ベクトル b，c，d，および v はそれぞれ 6カ国×16部





おいて，ベクトル i を p に置き換えて次式が成り立つ。
 Atp＋b˜＋c˜＋d˜＋v˜＝p （7.12）　
ここで，列ベクトル b˜，c˜，d˜，v˜ は，（i に p 置き換えたことに伴って）次の意味を
もつ96×1列ベクトルである。
b˜： 国内生産額 p に含まれる内生投入額に付随する国際運賃 ･保険料
c˜： 国内生産額 p に含まれる外生国 ･地域からの輸入投入額
d˜： 国内生産額 p に含まれる関税・輸入商品税








α は α国の i
210
（部門）財の 1単位当たりの生産物価格（コスト）⑹であるが，物量 1単位当た











































産業 No. 1 2 3 4 5 6 7 8
中国 0.09 0.08 0.84 0.64 0.36 0.77 0.18 0.36
アセアン 0.27 －0.03 0.35 0.94 0.42 1.34 0.87 1.24
韓国 0.14 0.01 0.98 0.54 0.56 0.48 0.47 0.15
台湾 0.34 0.06 0.53 0.29 0.3 0.2 0.14 0.11
日本 0.13 0.05 0.79 0.83 0.33 2.36 0.25 0.48
米国 0.03 0.02 0.07 0.44 0.08 0.06 0.07 0.05
産業 No. 9 10 11 12 13 14 15 16
中国 0.39 0.36 0.68 0.62 0.08 0.22 0.11 0.1
アセアン 2.14 0.83 3.06 1.44 －0.25 0.42 －0.15 0.11
韓国 0.36 0.47 0.4 0.43 2.37 0.1 0.14 0.15
台湾 0.39 0.39 2.92 0.32 0.01 0.21 0.03 0.06
日本 0.22 0.55 0.16 0.38 1.28 0.14 0.03 0.09





















1位 2位 3位 4位 5位
中国 食品（0.84） 化学（0.77） 輸送機械（0.68） 繊維（0.64） 他製造業（0.62）
アセアン 輸送機械（3.06） 一般機械（2.14） 他製造業（1.44） 化学（1.34） 金属（1.24）
韓国 電気・ガス（2.37） 食品（0.98） 他軽工業（0.56） 繊維（0.54） －
台湾 輸送機械（2.92） 食品（0.53） － － －




































部門 食品 繊維 他軽工業 化学 非金属 金属 一般機械 電気機械 輸送機械 他製造業
中国 1.268 1.317 0.951 1.301 0.671 0.826 0.931 0.869 1.375 1.200 
アセアン 0.012 0.043 0.021 0.022 0.022 0.037 0.051 0.076 0.032 0.038 
韓国 0.026 0.058 0.028 0.024 0.025 0.047 0.028 0.042 0.034 0.023 
台湾 0.013 0.029 0.035 0.025 0.025 0.043 0.050 0.062 0.030 0.040 
日本 0.015 0.043 0.013 0.014 0.009 0.016 0.018 0.027 0.015 0.020 
米国 0.008 0.022 0.010 0.006 0.009 0.011 0.013 0.020 0.014 0.011 
除去国：アセアン
部門 食品 繊維 他軽工業 化学 非金属 金属 一般機械 電気機械 輸送機械 他製造業
中国 0.012 0.016 0.018 0.031 0.014 0.016 0.023 0.059 0.019 0.029 
アセアン 0.715 1.594 0.815 1.634 1.314 1.759 2.722 1.236 4.013 1.968 
韓国 0.012 0.026 0.022 0.025 0.015 0.019 0.019 0.062 0.024 0.025 
台湾 0.019 0.038 0.035 0.044 0.018 0.033 0.041 0.084 0.042 0.047 
日本 0.009 0.026 0.011 0.023 0.008 0.016 0.017 0.035 0.024 0.021 
米国 0.006 0.011 0.005 0.004 0.006 0.007 0.010 0.021 0.015 0.008 
除去国：韓国
部門 食品 繊維 他軽工業 化学 非金属 金属 一般機械 電気機械 輸送機械 他製造業
中国 0.005 0.017 0.014 0.022 0.010 0.015 0.017 0.036 0.017 0.021 
アセアン 0.004 0.016 0.009 0.010 0.007 0.013 0.015 0.028 0.013 0.016 
韓国 1.377 1.062 1.026 0.765 0.872 0.530 0.774 0.793 0.929 0.866 
台湾 0.006 0.018 0.012 0.018 0.006 0.010 0.015 0.055 0.016 0.023 
日本 0.003 0.007 0.003 0.008 0.003 0.007 0.006 0.016 0.005 0.008 
米国 0.002 0.007 0.002 0.002 0.002 0.003 0.004 0.006 0.006 0.003 
除去国：日本
部門 食品 繊維 他軽工業 化学 非金属 金属 一般機械 電気機械 輸送機械 他製造業
中国 0.012 0.070 0.032 0.062 0.025 0.039 0.041 0.065 0.041 0.048 
アセアン 0.022 0.047 0.042 0.050 0.052 0.096 0.105 0.112 0.113 0.104 
韓国 0.023 0.069 0.037 0.099 0.054 0.081 0.063 0.119 0.080 0.106 
台湾 0.040 0.153 0.083 0.213 0.063 0.103 0.123 0.178 0.113 0.229 
日本 1.210 1.604 0.754 3.121 0.675 1.106 0.703 1.086 0.790 1.113 




































td＝Σnj＝1bij dj を考える（ただし，bij は B
t の（i，j）
要素とする）。














































































 p1a1j＋p2a2j＋p3a3j＋vj＝pj（ j＝1，2，3） （7.15）　






　第 3部門財の価格が第 1， 2部門の投入の際に Δp3だけ増加した場合，









































































































































　第 3部門財の価格が第 1，2部門の投入の際にそれぞれ Δp31および Δp32



















































































っている状態では，b33は第 3 部門が 1単位生産するためにすべての産業に
生産が波及した結果，第 3部門自身の生産物を誘発する生産額である。言葉
を変えれば，第 3部門の生産物 1単位生産のために直接・間接に必要となる
第 3部門自身のコストといえる。一方，b31（b32）は，第 1 （第 2）部門が 1
単位生産するためにすべての産業に生産が波及した結果，第 3部門の生産物
を誘発する生産額（つまり，直接・間接に必要とされる第 3部門の生産物コスト）
である。したがって，第 3部門の生産物の投入価格上昇が第 1 （第 2）部門
の価格に与える影響（上昇分）は，第 3部門の 1単位生産コストに対する第




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Leontief, Wassily W. 1936. “Quantitative Input-Output Relations in the Economic 
System of the United States,” The Review of Economics and Statistics, 18(3) 
August: 105-125.
―1986. Input-Output Economics, Second Edition, New York: Oxford University 
Press.
Miller, Ronald E. and Peter D. Blair 2009. Input-Output Analysis: Foundations and 
Extensions , Second Edition, Cambridge: Cambridge University Press.
Torii, Yasuhiko, Seung-Jin Shim and Yutaka Akiyama 1989. “Effects of Tariff Reductions 
on Trade in the Asia-Pacific Region,” In Frontiers of Input-Output Analysis, edited 
by Ronald E. Miller, Karen R. Polenske and Adam Z. Rose. New York: Oxford 
University Press: 165-179.

